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社会福祉法人制度改革と今後の事務手続き等について 

横浜市健康福祉局監査課 平成28年3月22日 
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改革の目的 
 ◆経営組織のガバナンスの強化 

   ・評議員会を必置、一定規模法人の会計監査人の導入等 

 ◆事業運営の透明性の向上 

   ・各種書類等の閲覧や公表手続きの拡大 

 ◆財務規律の強化 

   ・内部留保の明確化（→社会福祉充実残額の活用） 

   ・役員報酬基準の公表 

 ◆地域における公益的な取組の責務 

 ◆行政の関与の見直し（強化） 2 
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社会福祉法：主な改正のポイント 

 
 
 ・地域における公益的な取組（改正案24条第2項） 
 ・関係者への特別の利益供与の禁止（26条） 
 ・所轄庁の変更（国→県、県→横浜市等）（30条） 
 ・所轄庁の立入調査や改善勧告に関する規定 
  （56条、133条） 
 ・定款等の備置き・閲覧、公表（59条） 
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※3月現在国会で継続審議中であり、提出案どおり成立した場合 
 の改正内容に沿って記載しています。 

【２８年４月１日施行分】 

・定款に定める事項等、理事または理事会による評 
 議員選任または解任の禁止（31条、同条第5項） 
・定款の備置き、評議員その他による閲覧の請求 
  （34条の2） 
・評議員会の必置化（36条） 
・一定規模以上の法人への会計監査人必置化（37条） 
・評議員の資格等（40条） 
・評議員の任期（41条） 
・役員および会計監査人の選任（評議員会の決議を 
 要する）（43条） 
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【２９年４月１日施行分】 
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・理事、監事の資格・最低数等（44条） 
・役員の任期（45条） 
・会計監査人の資格要件等（45条の2～） 
・評議員会の運営等（45条の8～） 
・理事会の運営等（45条の13～） 
・理事の職務権限等（45条の16） 
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【２９年４月１日施行分】 

・理事、監事、評議員、会計監査人の損害賠償責任（45条の
20～） 
・役員等の報酬支給基準の策定 
 （別途、公表と現況報告書への報酬総額の表記） 
 （45条の35、59条の2） 
・解散、合併等（46条～55条） 
・社会福祉充実計画の作成 
 （対象法人。社会福祉充実事業の規模及び内容 
  の策定と社会福祉充実残額の算出ほか） 
 （55条の2～） 
・所轄庁への届出、情報の公開等（59条） 6 

【２９年４月１日施行分】 
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・定款変更 
 （施行日＝一部例外を除き、29年4月1日までの 
  届出）（7条） 
・評議員の選任、任期 
 （29年3月31日終了、4月1日開始）（9条第1項～3項） 
・評議員数の緩和要件（10条） 
・既存の役員の任期（14条） 
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【附則】 

新評議員会・新役員選任手続き：流れのモデル 
 ※詳細については今後国から通知等が示される見込です。 
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現評議員の任期は29.3.31まで 現役員の任期は定時評議員
会終了の日まで 
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社会福祉法人の余裕財産の明確化 
（社会福祉充実残額） 
社会福祉法人の①すべての資産（基本金及び国庫補助等特別積立金を除く）から②
事業継続に必要な資産（控除対象財産）と余裕財産を区分し、余裕財産を③再投下
対象＝社会福祉充実残額と位置づける。 
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① 

①＝貸借対照表上の資産－負債－（基本金＋国庫補助金等特別積立金） 

ア：社会福祉事
業に活用してい
る不動産等（財
産目録上の基本
財産等） 

イ：再生産に必
要な財産（建替
や大規模修繕の
ための積立金、
他施設整備のた
めの費用等） 

ウ：必要な運
転資金（事業
未収金や緊
急の支払等） 

－ ＝ 

再投下対象
財産＝社会
福祉充実残
額 

 
 

・今回の制度改革に合わせて、定款準則や法人審査基準に変更が
生じるため、改正通知が追って国から発出される見込みです。 
 
 →２８年夏、２８年度末頃と分散して通知予定の見込 
 

改正に伴う関連通知等の取扱について 
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以下資料は、平成27年度全国厚生労働関係部局長会議（厚生
分科会）（13）社会・援護局の資料から引用していますので、参
考としてください。 
 
（URL）http://www.mhlw.go.jp/topics/2016/01/tp0115-1.html 
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社会福祉法人制度改革について（まとめ） 

 今回の法改正等に至る背景・経緯について、下記の厚労省
等における検討の経過等を把握していただき、一体的に理解
していただく必要があると思われます。 
 
 今回の改正に伴い、様々な事務手続きが生じますが、それを
行うことで終了ではなく、広く社会に対する貢献ということを法
人自らが実践し、周知していくことが必要と考えられます。 
 新たに義務付けられた地域における公益的な取組などを通
じ、法人としてどのような貢献を果たしていくかについて、継続
的に議論を進めていただきたいと考えます。 
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参考資料・HP等 

規制改革実施計画（内閣府HP） 
 http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kaigi/publication/p_index.html 
 
日本再興戦略（首相官邸HP） 
 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html 
 
社会保障制度改革国民会議報告書（首相官邸HP） 
 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/ 
 
社会福祉法人の在り方等に関する検討会（厚労省HP） 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syakai.html?tid=159469 
 
社会保障審議会（福祉部会）（厚労省HP） 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126700 
 
第189回国会（常会）提出法律案 
 http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/soumu/houritu/189.html 

23 


